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除染等の措置等に必要な土地等の使用等に伴う損失補償基準 
 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この基準は、平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原

子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別

措置法（平成２３年法律第１１０号。以下「放射性物質汚染対処特措法」という。）第

２８条第１項に規定する特別地域内除染実施計画に基づく除染特別地域における除染等

の措置等に必要な土地等の使用等に伴う損失の補償の基準を定め、もって当該地域にお

ける除染等の措置等の円滑な遂行と損失の適正な補償の確保を図ることを目的とする。 

 

（定義等） 

第２条 この基準において「土地等」とは、土地、土地収用法（昭和２６年法律第２１９

号）第５条に掲げる権利、同法第６条に掲げる立木、建物その他土地に定着する物件及

び同法第７条に掲げる土石砂れきをいう。 

２ この基準において「土地等の取得」とは、前項に掲げる土地、物件及び土石砂れきの

取得並びに同項に掲げる権利の消滅をいう。 

３ この基準において「土地等の使用」とは、第１項に掲げる土地及び物件の使用並びに

同項に掲げる権利の制限をいう。 

４ この基準において「土地等の権利者」とは、土地等の取得又は土地等の使用に係る土

地等に関して権利を有する者、第１項に掲げる土石砂れきの属する土地に関して権利を

有する者及び当該土地、当該権利の目的となっている土地又は当該土石砂れきの属する

土地にある物件に関して権利を有する者をいう。 

５ この基準において「権利」とは、社会通念上権利と認められる程度にまで成熟した慣

習上の利益を含むものとする。 

６ この基準において「除染特別地域」の意義は、放射性物質汚染対処特措法第２５条第

１項に規定する当該用語の意義による。 

７ この基準において「除染等の措置等」とは、平成２３年３月１１日に発生した東北地

方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により当該原子力発電所から放出された放射

性物質により汚染された土壌、草木、工作物等について講ずる当該汚染に係る土壌、落

葉及び落枝、水路等に堆積した汚泥等の除去、当該汚染の拡散の防止その他の措置並び

に除染特別地域に係る当該措置に伴い生じた土壌の収集、運搬、保管及び処分（放射性

物質汚染対処特措法第７条の規定に基づき策定された基本方針に位置付けられた中間貯

蔵施設に係るものを除く。）をいう。 

 

（補償額算定の時期） 

第３条 土地等の取得又は土地等の使用に係る補償額は、契約締結の時の価格によって算
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定するものとし、その後の価格の変動による差額については、追加払いしないものとす

る。 

 

（補償を受ける者） 

第４条 損失の補償は、第５章に規定する場合を除き、土地等の権利者に対してするもの

とする。 

 

（個別払いの原則） 

第５条 損失の補償は、各人別にするものとする。ただし、各人別に見積ることが困難で

あるときは、この限りでない。 

 

（損失補償の方法） 

第６条 損失の補償は、原則として、金銭をもってするものとする。 

２ 土地等の権利者が金銭に代えて耕地又は宅地の造成その他金銭以外の方法による給付

を要求した場合において、その要求が相当であり、かつ、真にやむを得ないものである

と認められるときは、事情の許す限り、これらの給付を行うよう努めるものとする。 

 

 

第２章  土地等の取得に係る補償 

 

第１節  土地の取得に係る補償 

 

（土地の補償額算定の基本原則） 

第７条 取得する土地（土地の附加物を含む。以下同じ。）に対しては、正常な取引価格

をもって補償するものとする。 

２ 前項の場合において、当該土地に建物その他の物件があるときは、当該物件がないも

のとしての当該土地の正常な取引価格によるものとする。 

３ 第１項の場合において、土地を取得する除染等の措置等の実施が予定されることによ

って当該土地の取引価格が低下したと認められるときは、当該除染等の措置等の影響が

ないものとしての当該土地の正常な取引価格によるものとする。 

 

（土地の正常な取引価格） 

第８条 前条の正常な取引価格は、近傍類地(近傍地及び類地を含む。以下同じ。）の取引

価格を基準とし、これらの土地及び取得する土地について、次の各号に掲げる土地価格

形成上の諸要素を総合的に比較考量して算定するものとする。 

一 宅地 形状、地積等画地の状態、街路の状態、交通施設、公共的施設、商業施設等

との接近の程度、供給処理施設等の整備の状態、土地の利用に関する公法上の規制の

程度、自然的環境等 

二 農地 地味、水利、消費地との距離その他の農業立地条件、収益性等 
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三 林地 土質、地勢、消費地との距離、林道等の整備の状態、その他の林業立地条件、

収益性等 

四 その他の土地 当該土地の種別に応じて必要と認められるもの 

２ 前項の場合において基準とすべき近傍類地の取引価格については、取引が行われた事

情、時期等に応じて適正な補正を加えるものとする。 

３ 地代、小作料、借賃等の収益を資本還元した額、土地所有者が当該土地を取得するた

めに支払った金額及び改良又は保全のために投じた金額並びに課税の場合の評価額は、

第１項の規定により正常な取引価格を定める場合において、参考となるものとする。 

４ 第１項の規定により正常な取引価格を定める場合においては、一般の取引における通

常の利用方法に従って利用し得るものとして評価するものとし、土地所有者がその土地

に対して有する主観的な感情価値及び土地所有者又は特定の第三者がその土地を特別の

用途に用いることを前提として生ずる価値は、考慮しないものとする。 

 

（地価公示区域における土地の正常な取引価格算定の準則） 

第９条 地価公示法（昭和４４年法律第４９号）第２条第１項の公示区域内の土地を取得

する場合において、前条の規定により当該土地の正常な取引価格を決定するときは、同

法第６条の規定により公示された標準地の価格を規準とする。 

 

（所有権以外の権利の目的となっている土地に対する補償） 

第１０条 土地に関する所有権以外の権利の目的となっている土地に対しては、当該権利

がないものとして前３条の規定により算定した額から次節の規定により算定した当該権

利の価格を控除した額をもって補償するものとする。 

 

第２節 土地に関する所有権以外の権利の消滅に係る補償 

 

（土地に関する所有権以外の権利の補償額算定の基本原則） 

第１１条 消滅させる土地に関する所有権以外の権利に対しては、正常な取引価格（一般

的に譲渡性のないものについては、土地の正常な取引における当該権利の有無による土

地の価格の差額）をもって補償するものとする。 

２ 第７条第３項の規定は、前項の場合について準用する。  

 

（地上権、永小作権及び賃借権の正常な取引価格） 

第１２条 地上権、永小作権又は賃借権に係る前条の正常な取引価格は、近傍類地に関す

る同種の権利の取引価格を基準とし、当該同種の権利の目的となっている土地及び消滅

させる権利の目的となっている土地の価格並びに当該同種の権利及び消滅させる権利に

係る地代、小作料又は借賃、権利金、権利の存続期間その他の契約内容、収益性、使用

の態様等を総合的に比較考量して算定するものとする。 

２ 第８条第２項から第４項までの規定は、前項の規定により地上権、永小作権又は賃借

権の正常な取引価格を定める場合について準用する。  
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（使用貸借による権利に対する補償） 

第１３条 使用貸借による権利に対しては、当該権利が賃借権であるものとして前条の規

定に準じて算定した正常な取引価格に、当該権利が設定された事情並びに返還の時期、

使用及び収益の目的その他の契約内容、使用及び収益の状況等を考慮して適正に定めた

割合を乗じて得た額をもって補償するものとする。  

 

（占有権） 

第１４条 占有権に対しては、補償しないものとする。  

 

第３節  建物、土石砂れき等の取得又は消滅に係る補償 

 

（建物等の取得に係る補償の基本原則） 

第１５条 取得する建物その他の土地に定着する物件（以下「建物等」という。）に対す

る補償については、第１節に規定する土地の取得に係る補償の例による。 

 

（建物その他の工作物の取得に係る補償） 

第１６条 近傍同種の建物その他の工作物の取引の事例がない場合においては、前条の規

定にかかわらず、取得する建物その他の工作物に対しては、当該建物その他の工作物の

推定再建設費を、取得時までの経過年数及び維持保存の状況に応じて減価した額をもっ

て補償するものとする。 

 

（立木の取得に係る補償） 

第１７条 近傍同種の立木の取引の事例がない場合においては、第１５条の規定にかかわ

らず、取得する立木に対しては、次の各号に掲げる額をもつて補償するものとする。 

一 用材林の立木であって、伐期未到達のもので市場価格のあるものについては、伐期

における当該立木の価格の前価額と現在から伐期までの純収益（粗収入から経営費（自

家労働の評価額を含む。）を控除した額をいう。以下同じ。）の前価合計額との合計

額 

二 用材林の立木であって、伐期未到達のもので市場価格のないものについては、第２

９条第１項第２号イ又はロによる額 

三 薪炭林の立木の幹及び枝条部であって、伐期未到達のもので市場価格のあるものに

ついては、伐期における当該幹及び枝条部の価格の前価額と現在から伐期までの純収

益の前価合計額との合計額 

四 薪炭林の立木の幹及び枝条部であって、伐期未到達のもので市場価格のないものに

ついては、第３０条第１項第２号イ又はロによる額 

五 薪炭林の台木については、第３０条第１項第３号による額 

六 果樹等の収穫樹については、第３１条第２項１号又は２号による額 

七 竹林については、当該竹林の平均年間純収益を資本還元した額 
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２ 事業に必要な場合のほか、次の各号に定める場合においては取得又は使用する土地に

存する立木を取得することができるものとする。 

一 土砂の流出、崩壊等を防止するため、土地を事業の用に供するまでの間、立木を残

存させることが適当であると認められる場合 

二 土地が事業の用に供されるまでに相当な期間があるため、立木を移転することによ

り当該土地の維持管理に相当の費用が必要となると見込まれる場合 

三 用材林又は薪炭林の立木（天然生林を除く。）であって、当該立木に通常必要とさ

れる管理が適正に行われていないと認められる場合 

３ 前項第３号に定める場合に該当するときは、第１項第１号から第５号までに掲げる額

を、当該立木の管理の状況に応じて減価した額をもって補償するものとする。 

 

（建物等に関する所有権以外の権利の消滅に係る補償） 

第１８条 消滅させる建物等に関する所有権以外の権利に対する補償については、前節に

規定する土地に関する所有権以外の権利の消滅に係る補償の例による。 

 

（土石砂れきの取得に係る補償） 

第１９条 取得する土地収用法第７条に掲げる土石砂れきに対しては、正常な取引価格を

もって補償するものとする。 

２ 前項の正常な取引価格は、近傍類地に属する土石砂れきの取引価格を基準とし、これ

らの土石砂れき及び取得する土石砂れきの品質その他一般の取引における価格形成上の

諸要素を総合的に比較考量して算定するものとする。 

 

（鉱業権、租鉱権又は採石権の消滅に係る補償） 

第２０条 消滅させる鉱業権、租鉱権又は採石権に対しては、正常な取引価格をもって補

償するものとする。 

２ 近傍同種の鉱業権、租鉱権又は採石権の取引の事例がない場合においては、前項の規

定にかかわらず消滅させる鉱業権、租鉱権又は採石権に対しては、当該権利の態様及び

収益性、当該権利の取得に関して要した費用等を考慮して算定した額をもって補償する

ものとする。 

 

 

第３章 土地等の使用に係る補償 

 

（土地の使用に係る補償） 

第２１条 使用する土地（空間又は地下のみを使用する場合における当該土地を除く。以

下この条において同じ。）に対しては、正常な地代又は借賃をもって補償するものとす

る。 

２ 第７条第３項の規定は、前項の規定により正常な地代又は借賃を定める場合について

準用する。 



 

6 

３ 第１項の正常な地代又は借賃は、使用する土地及び近傍類地の地代又は借賃に、これ

らの土地の使用に関する契約が締結された事情、時期等及び権利の設定の対価を支払っ

ている場合においてはその額を考慮して適正な補正を加えた額を基準とし、これらの土

地の第８条の規定により算定した正常な取引価格、収益性、使用の態様等を総合的に比

較考量して算定するものとする。 

 

（土地の使用に代わる取得） 

第２２条 土地を使用しようとする場合（空間又は地下のみを使用しようとする場合を除

く。）において、土地所有者から土地の取得を請求され、次の各号のいずれかに該当し、

かつ、やむを得ないものであると認められるときは、当該土地を取得することができる

ものとする。 

一 土地の使用が３年以上にわたるとき。 

二 土地の所有者が所有し、自ら使用している建物が使用しようとする土地にある場合

において、当該所有者が仮住居若しくは仮営業所において生活若しくは営業をするこ

と又は使用終了後に使用対象地において生活若しくは営業をすることが困難である事

情が存すると認められるとき。 

２ 土地を使用しようとする場合において、前条の規定により算定した補償額及びこれに

伴い通常生ずる損失の補償額（第３６条の規定により算定した補償額を含む。）の合計

額が当該土地を取得した場合の価額及びこれに伴い通常生ずる損失の補償額の合計額を

超えるときは、当該土地を取得することができるものとする。 

 

（建物等の使用に係る補償） 

第２３条 使用する建物等に関する補償については、第２１条に規定する土地の使用に係

る補償の例による。 

 

（権利の制限に係る補償） 

第２４条 第２０条に規定する権利の制限に対しては、当該権利が消滅するものとしてそ

れぞれそれらの規定により算定した額に当該権利の制限の内容等を考慮して適正に定め

た割合を乗じて得た額をもって補償するものとする。 

 

 

第４章  土地等の取得又は土地等の使用により通常生ずる損失の補償 

 

第１節 移転料等 

 

（建物等の移転料） 

第２５条 土地等の取得又は土地等の使用に係る土地等に建物等（立木を除く。以下この

条及び第３３条において同じ。）で取得せず、又は使用しないものがあるときは、当該

建物等を通常妥当と認められる移転先に、通常妥当と認められる移転方法によって移転
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するのに要する費用を補償するものとする。この場合において、建物等が分割されるこ

ととなり、その全部を移転しなければ従来利用していた目的に供することが著しく困難

となるときは、当該建物等の所有者の請求により、当該建物等の全部を移転するのに要

する費用を補償するものとする。 

２ 建物等の移転に伴い木造の建築物に代えて耐火建築物を建築する等の建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）その他の法令の規定に基づき必要とされる既設の施設の改善

に要する費用は、補償しないものとする。ただし、法令の規定に基づき改善を必要とす

る時期以前に当該既設の施設の改善を行うこととなったときは、それにより通常生ずる

損失を補償するものとする。 

 

（動産移転料） 

第２６条 土地等の取得又は土地等の使用に伴い移転する動産に対する補償については、

第２５条第１項前段に規定する建物等の移転に係る補償の例による。 

 

（移転雑費） 

第２７条 土地等の取得又は土地等の使用に伴い建物等を移転する場合又は従来の利用目

的に供するために必要と認められる代替の土地等（以下「代替地等」という。）を取得

し、若しくは使用する場合において、移転先又は代替地等の選定に要する費用、法令上

の手続に要する費用、転居通知費、移転旅費その他の雑費を必要とするときは、通常こ

れらに要する費用を補償するものとする。 

２ 前項の場合において、当該建物等の所有者及び借家人又は当該代替地等を必要とする

者が就業できないときは、それらの者が就業できないことにより通常生ずる損失を補償

するものとする。 

 

第２節 立木補償 

 

（立木の移植補償） 

第２８条 土地等の取得又は土地等の使用に係る土地に立木がある場合において、これを

移植することが相当であると認められるときは、掘起し、運搬、植付け等の移植に通常

必要とする費用及び移植に伴う枯損等により通常生ずる損失（収穫樹にあっては、移植

に伴う減収による損失を含む。）を補償するものとする。 

 

（用材林の伐採補償） 

第２９条 土地等の取得又は土地等の使用に係る土地に用材林の立木がある場合において、

これを伐採することが相当であると認められるときは、次の各号に掲げる額を補償する

ものとする。 

一 伐期未到達立木で市場価格のあるものについては、伐期における当該立木の価格の

前価額と現在から伐期までの純収益の前価合計額との合計額から、当該立木の現在価

格を控除した額 
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二 伐期未到達立木で市場価格のないものについては、伐採除却に通常要する費用相当

額とそれぞれ次に掲げる額との合計額から、伐採により発生した材料の価格を控除し

た額 

イ 人工林については、現在までに要した経費の後価合計額から、現在までの収益の

後価合計額を控除した額 

ロ 天然生林については、伐期における当該立木の価格の前価額 

２ 通常妥当と認められる伐採方法、伐採時期等を選定できないことによって伐採搬出に

要する費用が増加し、又は木材価格が低下すると認められるときは、当該増加額又は当

該低下額に相当する額をもって補償するものとする。 

３ 伐期未到達立木で市場価格のあるものが次の各号のいずれかに該当し、かつ、やむを

得ないものであると認められるときは、第１項の規定にかかわらず、当該立木を取得す

ることができるものとする。 

一 人工林については、伐期における当該立木の価格の前価額と現在から伐期までの純

収益の前価合計額との合計額が、伐採搬出に通常要する費用相当額と第１項第２号イ

による額との合計額を下回る場合 

二 天然生林については、現在から伐期までの純収益の前価合計額が、伐採搬出に通常

要する費用相当額を下回る場合 

４ 前項の場合においては、第１項第２号イ又はロによる額を補償するものとする。ただ

し、伐期における当該立木の価格から、伐採搬出に通常要する費用相当額を控除した額

を超えないものとする。 

５ 第３項の場合であって、かつ、第１７条第２項第３号に定める場合に該当するときは、

第１項第２号イによる額を、当該立木の管理の状況に応じて減価した額をもって補償す

るものとする。ただし、当該立木の現在価格から、伐採搬出に通常要する費用相当額を

控除した額を超えないものとする。 

 

（薪炭林の伐採補償） 

第３０条 土地等の取得又は土地等の使用に係る土地に薪炭林の立木がある場合において、

これを伐採することが相当であると認められるときは、次の各号に掲げる額を補償する

ものとする。 

一 伐期未到達立木の幹及び枝条部で市場価格のあるものについては、伐期における当

該幹及び枝条部の価格の前価額と現在から伐期までの純収益の前価合計額との合計額

から、当該幹及び枝条部の現在価格を控除した額 

二 伐期未到達立木の幹及び枝条部で市場価格のないものについては、伐採除却に通常

要する費用相当額とそれぞれ次に掲げる額との合計額から、伐採により発生した材料

の価格を控除した額 

イ 人工林については、現在までに要した経費の後価合計額から、現在までの収益の

後価合計額を控除した額 

ロ 天然生林については、伐期における当該幹及び枝条部の価格の前価額 

三 薪炭林の台木については、将来の各伐期における純収益の前価合計額 
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２ 薪炭林の立木を伐採する場合においては、前条第２項の規定を準用する。 

３ 伐期未到達立木で市場価格のあるものが次の各号のいずれかに該当し、かつ、やむを

得ないものであると認められるときは、第１項の規定にかかわらず、当該立木を取得す

ることができるものとする。 

一 人工林については、伐期における当該立木の幹及び枝条部の価格の前価額、現在か

ら伐期までの純収益の前価合計額及び第１項第３号による額の合計額が、伐採搬出に

通常要する費用相当額と第１項第２号イによる額との合計額を下回る場合 

二 天然生林については、現在から伐期までの純収益の前価合計額と第１項第３号によ

る額との合計額が、伐採搬出に通常要する費用相当額を下回る場合 

４ 前項の場合においては、第１項第２号イ又はロによる額と第１項第３号による額との

合計額を補償するものとする。ただし、伐期における当該立木の幹及び枝条部の価格と

第１項第３号による額との合計額から、伐採搬出に通常要する費用相当額を控除した額

を超えないものとする。 

５ 第３項の場合であって、かつ、第１７条第２項第３号に定める場合に該当するときは、

第１項第２号イによる額と第１項第３号による額との合計額を、当該立木の管理の状況

に応じて減価した額をもって補償するものとする。ただし、当該立木の幹及び枝条部の

現在価格と第１項第３号による額の合計額から、伐採搬出に通常要する費用相当額を控

除した額を超えないものとする。 

 

（果樹等の収穫樹の伐採補償） 

第３１条 土地等の取得又は土地等の使用に係る土地に果樹等の収穫樹がある場合におい

て、これを伐採することが相当であると認められるときは、当該立木の正常な取引価格

と伐採除却に要する費用相当額との合計額から伐採により発生した材料の価格を控除し

た額を補償するものとする。 

２ 近傍同種の果樹等の収穫樹の取引の事例がない場合においては、前項の規定にかかわ

らず、果樹等の伐採については、伐採除却に要する費用相当額と次の各号のいずれかに

掲げる額との合計額から、伐採により発生した材料の価格を控除した額を補償するもの

とする。 

一 未収益樹については、現在までに要した経費の後価合計額 

二 収益樹については、残存効用年数に対する純収益の前価合計額 

 

（竹林の補償） 

第３２条 土地等の取得又は土地等の使用に係る土地に竹林がある場合において、これを

移植することが相当であると認められるときは、第２８条に準じて算定した額を補償す

るものとする。 

２ 前項の場合において、これを伐採することが相当であると認められるときは、当該竹

林の正常な取引価格と伐採除却に要する費用相当額との合計額から伐採により発生した

材料の価格を控除した額を補償するものとする。 

３ 近傍同種の竹林の取引の事例がない場合においては、前項の規定にかかわらず、当該
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竹林の平均年間純収益を資本還元した額と伐採除却に要する費用相当額との合計額から

伐採により発生した材料の価格を控除した額を補償するものとする。 

 

（庭木等の補償） 

第３３条 土地等の取得又は土地等の使用に係る土地に観賞上の価値又は防風、防雪その

他の効用があると認められる立木（以下「庭木等」という。）がある場合において、こ

れを伐採することが相当であると認められるときは、当該庭木等の正常な取引価格と伐

採除却に要する費用相当額との合計額から伐採により発生する材料の価格を控除した額

を補償するものとする。 

２ 土地等の取得又は土地等の使用に伴い残地（同一の土地所有者に属する一団の土地の

一部を取得し、又は使用することによって生ずる残地をいい、同一の権利者に属する一

体として同一目的に供している権利の一部を消滅させ、又は制限することによって生ず

る残存する権利の目的となる土地及び同一の土地所有者に属する土石砂れきの一部を取

得することによって生ずる当該土石砂れきの属する土地の残地を含む。）に庭木等が存

することとなる場合において、建物等を移転することに伴い当該庭木等を移転すること

が相当であると認められるときは、当該庭木等を移転するのに要する費用を補償するも

のとする。 

 

第３節 残地等に関する損失の補償 

 

（残地等に関する損失の補償） 

第３４条 同一の土地所有者に属する一団の土地の一部若しくは同一の物件の所有者に属

する一団の物件の一部を取得し、若しくは使用し、同一の権利者に属する一体として同

一目的に供している権利の一部を消滅させ、若しくは制限し、又は同一の土地所有者に

属する一団の土地に属する土石砂れきの一部を取得することによって、残地、残存する

物件、残存する権利又は当該土石砂れきの属する土地の残地に関して、価格の低下、利

用価値の減少等の損失が生ずるときは、これらの損失額を補償するものとする。ただし、

事業の施行により生ずる日陰、臭気、騒音その他これらに類するものによる不利益又は

損失については、補償しないものとする。 

 

（残地等に関する工事費の補償） 

第３５条 前条本文の場合において、残地、残存する物件の存する土地、残存する権利の

目的となっている土地、当該土石砂れきの属する土地の残地（以下第３８条において「残

地等」という。）、残存する物件又は残存する権利の目的となっている物件に関して、通

路、みぞ、かき、さく、その他の工作物の新築、改築、増築若しくは修繕又は盛土若し

くは切土をする必要が生ずるときは、これに通常要する費用を補償するものとする。 

 

第４節 その他通常生ずる損失の補償 
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（土地等の返還に伴う補償） 

第３６条 使用する土地等を返還する場合において、当該土地等を原状に回復することが

必要と認められるときは、当該土地等の原状回復に通常要する費用相当額及び当該土地

等の原状回復に通常必要な期間中の地代又は借賃相当額の範囲内で通常生ずる損失額を

補償するものとする。 

２ 使用する土地等を原状に回復することが困難な場合において、返還時の現状のまま引

き渡すときは、当該土地等の形質変更、改造等によって生ずる損失を適正に算定した額

を補償するものとする。 

３ 第１項の規定による補償額又は前項の規定による補償額は、当該土地等を取得するも

のとして算定した当該土地等の価格を超えないものとする。 

 

（その他通常生ずる損失の補償） 

第３７条 本節及び前四節に規定するもののほか、土地等の取得又は土地等の使用によっ

て土地等の権利者について通常生ずる損失は、これを補償するものとする。 

 

 

第５章 土地等の取得又は土地等の使用に伴うその他の措置 

 

（隣接土地に関する工事費の補償） 

第３８条 土地等の取得又は土地等の使用に係る土地を事業の用に供することにより、当

該土地、当該物件の存する土地、当該権利の目的となっている土地及び当該土石砂れき

の属する土地並びに残地等以外の土地に関して、通路、みぞ、かき、さくその他の工作

物の新築、改築、増築若しくは修繕又は盛土若しくは切土をする必要があると認められ

るときは、これらの工事をすることを必要とする者に対して、その者の請求により、社

会通念上妥当と認められる限度において、これに要する費用の全部又は一部を補償する

ものとする。  

 

 

   附 則 

 この基準は、平成２４年５月２日から施行する。 


